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平成２６年県民意識調査結果の概要について 
 

■調査の概要 

  １ 調査目的 

この調査は，行政活動の評価に関する条例（平成１３年宮城県条例第７０号）第７条の規

定により，県が行う取組について，県民の皆さまの重視度や満足度などを調査し，その結果

を県の政策評価・施策評価などに活用するため実施したものです。 

 ２ 調査対象 

宮城県に居住する２０歳以上の男女 ４，０００人（選挙人名簿等から無作為抽出） 

 ３ 調査方法 

    郵送方式 

  ４ 調査期間 

    平成２６年１２月６日（土）から平成２６年１２月２６日（金）まで 

５ 調査項目 

○「宮城県の復旧・復興の進捗状況」に関する項目 

○「宮城県震災復興計画」に基づく７分野２３の取組の重視度及び満足度等に関する

項目 

○テーマ別項目（「人口減少・地方創生」，「宮城の治安」） ほか 

６ 回収結果 

回収数：１，８１６通 （前回：２，１４７通） 

回収率：４５．４０％ （前回：５３．６８％） 

    

■調査結果の概要 

１ 宮城県の復旧・復興の進捗状況について 

宮城県の全般的な復旧・復興の進捗状況について調査したもので，調査結果の特徴は，

次のとおりです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
   

 ※「高実感群」は「進んでいる」，「やや進んでいる」と感じると回答した割合，「低実感群」は「遅れている」，「やや遅れ 
ている」と感じると回答した割合である。 

 

 

○県全体での「高実感群」の割合は２０．７％で，前回調査から１０．９ポイント減少（３１．６％

→２０．７％）しました。「低実感群」の割合は５５．１％で，前回調査から４．３ポイント減少

（５９．４％→５５．１％）しました。 

調査結果の特徴 
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２ 宮城県震災復興計画について 

「宮城県震災復興計画」に基づく取組の重視度及び満足度等について調査したもの

で，調査結果の特徴並びに「高重視群」，「満足群」及び「不満群」の割合が高い取組

は，次のとおりです。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

※「高重視群」は「重要」，「やや重要」と回答した割合，「満足群」は「満足」，「やや満足」と回答した割合，「不満群」は 
「不満」，「やや不満」と回答した割合である。 

※（ ）は，前回調査の順位である。 
※●印で示した取組は，県全体で上位５位以内ではないものの，沿岸部・内陸部で上位５位以内となった取組である。 

 

 

○県全体では, 「高重視群」及び「満足群」で「未来を担う子どもたちへの支援」,「不満群」で「雇

用の維持・確保」の割合が最も高くなっています。 
 
○沿岸部について上位５位で県全体と異なる取組は，「高重視群」で「道路，港湾，空港などの交通基

盤の確保・整備促進」が３位,「海岸・河川などの県土保全」が４位，「不満群」で「道路，港湾，空

港などの交通基盤の確保・整備促進」が４位となっています。 
 
○内陸部について上位５位で県全体と異なる取組は，「不満群」で「ものづくり産業の復興」が５位と

なっています。 

調査結果の特徴 

 

○県全体 

順位 高 重 視 群 満 足 群 不 満 群 

１位 ○未来を担う子どもたちへの支援（２） ○未来を担う子どもたちへの支援（３） ○雇用の維持・確保（２） 

２位 ○大津波等への備え（３） 
○上下水道などのライフラインの整備  

(２) 
○沿岸市町をはじめとするまちの再構築 
（１） 

３位 ○防災機能の再構築（１） ○大津波等への備え (６) ○被災者の生活環境の確保（４） 

４位 ○安全・安心な学校教育の確保（５） ○安全・安心な学校教育の確保（５） ○海岸，河川などの県土保全（３） 

５位 
○上下水道などのライフラインの整備 
（５） 

○安心できる地域医療の確保 (４) 
○持続可能な社会と環境保全の実現 
（８） 

 

○沿岸部 

順位 高 重 視 群 満 足 群 不 満 群 

１位 ○大津波等への備え（３） ○未来を担う子どもたちへの支援（４） ○海岸・河川などの県土保全（２） 

２位 ○未来を担う子どもたちへの支援（４） ○大津波等への備え（５） ○雇用の維持・確保（４） 

３位 
●道路，港湾，空港などの交通基盤の確
保・整備促進（１０） 

○上下水道などのライフラインの整備
（２） 

○沿岸市町をはじめとするまちの再構築 
（１） 

４位 ●海岸, 河川などの県土保全（８） ○安心できる地域医療の確保（２） 
●道路，港湾，空港などの交通基盤の確
保・整備促進（５） 

５位 ○防災機能の再構築（１） ○安全・安心な学校教育の確保（７） 
○持続可能な社会と環境保全の実現 

（１０） 
 
○内陸部 

順位 高 重 視 群 満 足 群 不 満 群 

１位 ○未来を担う子どもたちへの支援（１） ○未来を担う子どもたちへの支援（３） ○被災者の生活環境の確保（５） 

２位 ○安全・安心な学校教育の確保（２） 
○上下水道などのライフラインの整備 
（２） 

○沿岸市町をはじめとするまちの再構築 
（１） 

３位 ○防災機能の再構築（２） ○大津波等への備え（６） ○雇用の維持・確保（２） 

４位 ○大津波等への備え（５） ○安全・安心な学校教育の確保（４） 
○持続可能な社会と環境保全の実現 
（７） 

５位 
○上下水道などのライフラインの整備 
（４） 

○安心できる地域医療の確保（５） ●ものづくり産業の復興（８） 

 
 

高重視群・満足群・不満群の割合が高い取組 
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３ 人口減少・地方創生について 

今回の調査では，テーマ別項目として「人口減少・地方創生について」を調査しまし

た。 

その調査結果の特徴及び設問に対する回答の状況は，次のとおりです。 
 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○人口減少社会に対する行政の取組については，「積極的に取り組むべきである」と回答している割合

が８２．４％と最も高くなっています。 
 
○地方創生の実現のために優先すべき項目については，「地方にしごとをつくり，安心して働けるよう

にする」と回答している割合が５７．１％と最も高くなっています。 
 
○「宮城県において地方創生に対応するために最も優先すべき取組」は，「若い世代の経済的安定」の

割合が最も高く，次いで「企業の地方拠点機能強化，企業等における地方採用・就労の拡大」，「地方

都市における経済・生活圏の形成」の順となっています。 
 

調査結果の特徴 

 

人口減少社会に対する行政の取組について 

 

 
 

地方創生の実現のために優先すべき項目 

 

国では，政府が一体となって人口減少対策や東京一極集中の是正（地方創生）を進めようとしていますが，あなたは，

人口減少社会に対し行政はどのように取り組むべきであると思いますか。 

国では，地方創生の目標を実現するため，以下の項目について検討を進めることとしていますが，あなたは，どの項

目を優先すべきだと思いますか。 

1 地方への新しいひとの流れをつくる

2 地方にしごとをつくり，安心して働けるようにする

3 若い世代の結婚・出産・子育ての希望をかなえる

4 時代に合った地域をつくり，安心なくらしを守る

5 地域と地域を連携する

6.9%

57.1%

20.3%

14.5%

1.3%
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宮城県において地方創生に対応するために最も優先すべき取組 

 

宮城県において，地方創生に対応するために，あなたは，どのような取組を最も優先すべきだと思いますか。 

1 地域を支える個別産業分野の戦略推進

2 地域における国際競争力の強化

3 地方移住の推進

4 地方大学等の活性化

5 若い世代の経済的安定

6 子ども・子育て支援の充実

7 地方都市における経済・生活圏の形成

8
大都市圏等における安心な暮らしの確

保

9 地域連携による経済・生活圏の形成

10
地域経済雇用戦略の企画・実施体制の

整備

11
大都市から地方への「人材還流システ

ム」の構築等

12
個人事業者等による創業を通じた地域

における新たなビジネスの創造

13
企業の地方拠点機能強化，企業等にお

ける地方採用・就労の拡大

14
妊娠・出産・子育てまでの切れ目のな

い支援

15
ワークライフバランスの実現（働き方

改革）

16
中山間地域等における「小さな拠点」

（多世代交流，多機能型）の形成

17
人口減少等を踏まえた既存ストックの

マネジメント強化

18 その他

7.9%

0.6%

3.7%

0.2%

31.8%

7.1%

9.8%

0.7%

4.9%

4.7%

2.3%

1.0%

14.3%

6.8%

1.1%

0.5%

1.8%

0.7%

9.2%

0.5%

3.2%

0.3%

32.4%

7.2%

11.0%

0.8%

3.8%

2.8%

3.2%

1.4%

12.9%

6.9%

0.9%

0.2%

2.3%

1.1%

6.9%

0.7%

4.2%

0.1%

31.9%

6.8%

9.1%

0.6%

5.4%

5.8%

1.6%

0.8%

15.3%

6.7%

1.2%

0.7%

1.6%

0.4%

県全体 地域別 

上：沿岸部 
下：内陸部 


